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1999 年 8 月、第一勧業銀行(以下、第一勧銀)、富士銀行(以下、富士銀)、日本興業銀行(以
下、興銀)は全面的統合による金融グループ (1999 年 12 月に「みずほフィナンシヤルグルー
プ」と命名)の結成を発表、 2002 年 4 月、個人、中堅・中小企業を顧客とする「みずほ銀行」、
大企業を顧客とする「みずほコーポレート銀行」に統合・再編されることとなった。




的に実施し、主要米銀並みのシステム投資 (1 ，500 億円程度/年)J を行うとしている。 1
これまで日本の銀行は、 1960 年代からほぼ十年刻みで第一次オンラインから第三次オンライ
ンを開発、稼働させてきており、併せて業界としても、世界にその名を知られる「全銀システム」、









表 1 合併する 3 行の概況
第一勧業 富士銀 興銀
圏内店舗数 334 284 27 
総資金量(億) 351 ,677 321 ,231 280.419 
貸出金残高 331 ,334 297,933 228.720 










































を構築していた。つまり、この 3 行は、日本の代表的なメインフレーム・ベンダー 3 社をすべて
使っていたことになる。
検討が始まって 4 ヶ月後の 1999 年 12 月、最初の統合の基本方針が発表された。 3
それは、みずほ銀行の勘定系は、富士通メインフレームで稼働している第一勧銀の既存のシス
テム íSTEPSJ に、富士銀の IBM メインフレームで稼動しているシステムを片寄せして統合し、
また、みずほコーポレート銀行の勘定系は、目立メインフレームで稼働している興銀のシステム






3 みずほニュースリリース 3行統合による「みずほフィナンシャルグ、ループJ の創設


























幸い、富士通と日立の os は、 IBM の os である MVS を共通の源流に持つ。両社は、 1980






























しかしながら、 3 行の経営トップには、その認識は乏しく、富士通と IBM は近いコンビュー
タであり、統合は難しくない、という程度の認識しかなかった。 5































ほぽ一年も経過した後の 2000 年 11 月に変更される。
それは、 STEPS への完全な一本化は 2003 年 4 月に延期し、 2002 年 4 月時点の新銀行発足時
においては、みずほ銀行の勘定系は、第一勧銀の富士通と富士銀の IBM、両方のシステムを残し、

















行に提出した質問状に対し、「システム移行の安全性を担保するために、 l 年程度 RC (リレー・
コンビュータ)を活用致します。 2003 年度上期に更なる顧客サーピスの向上を実現すべく、新
システムを立ち上げます。J との回答があったことが明らかになっている。 7








しかし、問題は、 2 年 4 ヶ月間の開発期間のすでに折り返しに近い時点での変更であること、そ
して方針変更をしたにもかかわらず、稼働開始時期を延期しなかったことである。


























































る。これが移行時に障害者E引き起こし、 4 月 1 日の営業開始までに終了しないという事態となっ
















や旧興銀の CD/ ATM が使えなくなり、さらには都銀の CD/ ATM の相互接続ネットワーク
である BANKS との接続も不調で、みずほ以外の他行の CD/ ATM も使えなくなってしまった。
その結果、 CD/ ATM で現金を引き出そうとした顧客は、残高があるにもかかわらず現金が
引き出せず、さらに最悪の場合は、現金が出てこないのに、口座の残高は減額される、という事
態まで発生してしまった。この原因はリレー・コンビュータと STEPS のインターフェイスプロ
グラムのバグであることが判明し、修正して翌日には復旧したが、再び、 4 月 8 日にも同様の部
分でトラブルが発生している。
このように、口座振替や CD/ ATM といった銀行業務の根幹にかかわる部分で、稼働直後に
大きなシステム障害を引き起こしたことは、プロジェクト菅理において重大な欠陥があったと言
わざるを得ない。つまり起こるべくして起こった障害ということである。








メガバンク 3行の勘定系を 2 つの新銀行に分割しながら統合するという、前人未到のプロジ、ェク
トのリスクを 3 行のトッフが正しく認識できていなかったところに行きつく。





8 朝日新聞 2002 年 04 月 20 日朝刊
9 日経コンビzータ『証言 前回晃伸みず、ほホールデ、イングス社長~ 2002 年 7 月 15 日、 127 ページ
















トの事実上の国際標準と言われる íPMBOKJ (Project Management Body Of Knowledge) は、
アメリカにおいて既に 1987 年に集大成されているが、「日本プロジェクトマネジメントフォー
ラム (JPMF)J が設立されたのは 1998 年、「プロジ、ェクトマネジメント学会」ができたのが
1999 年であり、その取り組みは、先進国より 10 年以上遅れている。そして、この年は、はか
らずしも、みずほの統合プロジ、ェクトが始動した年にあたり、まだまだ産業界においてはその重
要性を認識できる状態ではなかった。
3. 2011 年 4 月のみずほ銀行のシステム障害
3.1 システムの二度目の大障害
2002 年 4 月の障害を収拾した後、当初の基本方針であった STEPS への完全統合プロジ、ェクト
が再開された。
計画では 2003 年 4 月に完全統合を終えることになっていたが、システム障害の影響もあって
スケジュールは延び、結局、システム開発が完了して、移行が始まったのは 2004 年 7 月であった。
移行対象となる旧富士銀の店舗は約 240 あり、それを 8 回に分けて順次移行していった。そして、
すべての店舗の移行を終えたのは 2004 年 12 月であった。さすがに今回は慎重に慎重を期した
結果、システム障害者E起こすことはなかった。
また 2003 年 9 月には、みずほ銀行の情報システムの運用を担当する「みずほオペレーション
サービス」が、みずほ銀行の子会社として設立され、さらに 2004 年 10 月には、統合前の 3 行
11 たとえば富士通では SDAS (System Development Architecture & Support facilities) を 1987 年に発表

















図 9 STEPS を管理・運用する 4 階層の会社
システム統合の最初の基本方針が決定したのが 1999 年 12 月、以来、 5 年の歳月と総費用
4000 億円をかけた巨大プロジェクトであった。 12
その後、 STEPS は、大きな障害を起こすことなく、比較的順調な運用が続き、 2002 年 4 月の
統合に向けてのプロセスで明らかになったリスクは解決したかに思えた。
しかし、 2011 年 3 月、再び、みずほ銀行は、勘定系システム STEPS において、大障害を引
き起こした。その引き金は、 3 月 11 日に発生した東日本大震災に伴い、メディアが呼び掛けた
義援金の大量振込で、あった。






様のことは 3 月 16 日に也、別の義援金口座で発生し、結局、大量の為替送信が遅延することに










































































当初の計画通り、 2004 年に片寄せが完了した時点で、 STEP は稼働してから 16 年が経過し
ていた。とりあえず短期間で新会社をスタートさせたという意味では、妥当な方策であったが、







3.2.2 夜間バッチ突き抜けによる障害と経営統合に伴う IT ガバナンスの欠如
次に、「リミット値」をきっかけとして、それが今回の大障害へと発展したもう一つの原因は、
夜間バッチが朝までに終わらずに中断した時の対応の不手際である。






























「みずほ銀行」は STEPS の管理の中核であり、 IIT ・システム統括部」と「システム運用部」
が開発管理と運用管理をそれぞれ担当している。














みずほ銀行の 2002 年と 2011 年の 2 度の重大なシステム障害の概要とその原因、それらが企




みずほ銀行は、この二度のシステム障害を踏まえ、 2013 年 7 月に再度の合併によるワンパン








金融情報システムセンター編『平成 24 年版金融情報システム白書』財経詳報社，2011 年
経営情報学会同月日のE経営のための情報システム発展史金融業界編通専修大学出版局，2010年
大阪市立大学商学部編『経営情報』有斐閣，2004 年
日経コンビュータ編集『システム障害はなぜ起きたか』日経 BP 社，2002 年
日経コンビュータ編集『システム障害はなぜ二度起きたか』日経 BP 社，2011 年
日経コンビュータliT戦略 IT 投資で米銀に対抗」全面統合する 3 行の頭取が宣言jJ 1999 年 8
月 30 日
日経コンビュータ『全面統合する 3 銀行に期待するjJ 1999 年 9 月 13 日
日経コンビュータ1i3 銀行のシステム統合が足踏みjJ 2001 年 1 月 1 日
日経コンピュータ「みずほ銀、混迷の 2 週間を追う J 2002 年 4 月 22 日
日経コンビュータ『証言前田晃伸みずほホールデイングス社長jJ 2002 年 7 月 15 日
日経コンピュータ「あれから 2 年 9 カ月、みずほ銀行のシステム統合が完了J 2004 年 12 月
20 日
日経コンビュータ『みずほ、復活への再挑戦jJ 2012 年 8 月 2 日
参考ホームページ
金融庁「みずほフィナンシヤルグループに対する行政処分についてJ http://www.fsa.go担/
みすぼ銀行システム障害特別調査委員会 (201 1) r調査報告書J http://www.miz吐lObank.∞担/
みずほフィナンシャルグループ http://www.mizuho・fg.co担lindex.html
みずほ銀行 http://www.mizuhobank.co担linde玄.html
みずほコーポレート銀行 http://www.mizuhocbk.co担lindex.html
みずほ情報総研株式会社 http://www.mizuho"ir.co担lindex.html
みずほオペレーシヨンサービス http://www.miz叫lO"OS.CO却/
82 
